
阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 1 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

306

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

52
人

目標

実績

52
実績

67
67

期間設定なし

赤松秀子
シート作成日

民生費

平成22年6月8日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 ひとり親家庭等入学祝い金支給事業

子育て支援課
事務事業名 ひとり親家庭等入学祝い金支給事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 ひとり親家庭等の児童が小・中学校入学時にかかる費用の軽減を図り、児童の健全育成のために、入学祝い金を支給するものです。

今年度

対象（誰を、
何を）

ひとり親家庭等

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

祝い金支給作業を行います。

広報誌・阿波市ＨＰで広報します。

該当者の申請受付を行います。

受給資格の審査を行います。

地 方 債

平成

49

会　　計 一般会計

0
21

0.050

0 0
0

800
0.050

年度予算 備考
児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

1,107

314

0

0.000 0

520
520

0

307

800

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

受給者数

0.050

0
670
670

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

受給対象児童数

指標名

0
834

0.000
976

臨時･嘱託工数･経費 0.000

阿波市ひとり親家庭等児童入学祝金支給規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

他市町村にはない事業のため、
コストの比較はできません。

二次評価一次評価の説明
経済的に苦しいひとり親家庭等
の児童の健全な育成のため、ま
た福祉向上のために必要です。

入学という節目は、通年に比べ
出費が多くなり、家計を苦しめる
ことになります。祝い金を支給す
ることにより、経済的支援として
有効性は高いです。

年度により対象児童数が変動す
るため、特に目標設定はできま
せん。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

事業の周知徹底に課題があります。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

広報誌・阿波市ＨＰ・ケーブルテレビ等による周知を図ります。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 2 5

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612

Ｄ
Ｏ

0

148
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

191
回

目標

実績

180
実績

170
181

期間設定なし

吉成永吾
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 子育て短期支援事業
子育て支援課
事務事業名 子育て短期支援事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 児童を養育することが一時的に困難になった児童を養育・保護することにより、これらの児童及び家庭の福祉の向上を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

家庭において児童を養育することが困難となった家庭

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
申請を受け付けます。

調査します。

決定します。

200

地 方 債

平成

200

会　　計 一般会計

100
21

0.100

0 0
0

607
0.100

年度予算 備考

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

1,222

628

0

0.000 0

172
343

0

615

507

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

利用状況の把握ができる。

0.100

0
201
349

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

利用回数

指標名

0
971

0.000
961

臨時･嘱託工数･経費 0.000

児童福祉法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

171

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

効率よくできています。

二次評価一次評価の説明
一時的に養育できなくなった家
庭への支援は必要です。

一時的に養育できなくなった家
庭への支援は必要です。

必要としている家庭には、サー
ビスを提供できています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

受入の近隣施設が少ないことです。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

制度を利用する手続きを簡略化し、利用を高めるとともに、近隣の受入施設の調
査を行います。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 3 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（７）要保護児童等への対応の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

児童虐待の防止等に関する法律

臨時･嘱託職種 家庭相談員 家庭相談員 家庭相談員

平成

正職員工数･経費

0

0

900
1,528

0.500
1,512

臨時･嘱託工数･経費 0.500

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

なし

指標名

数値目標を設定するのにな
じまない事業である。

0.100

0
0
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

1,515

628

0

0.500 900

0
0

0

615

0

年度予算 備考

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

0.100

0 0
0

0
0.100

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
相談を受け付けます。

調査をします。

支援を実施します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 虐待を受けている児童がいなくなることです。

今年度

対象（誰を、
何を）

虐待を受けている児童

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童虐待防止事業
子育て支援課
事務事業名 児童虐待防止事務

期間設定なし

吉成永吾
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

900

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ａ

要保護児童の状況の把握をするのが難しいです。

拡大・充実

要保護児童通告の周知と地域の連携を密にすることです。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

要保護児童の関係機関の情報
が共有でき有効です。

目標を設定していないので、評
価できません。

二次評価一次評価の説明
法律により、虐待防止の推進に
対応するよう規定されているの
で、必要です。

効率よくできています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 4 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612

Ｄ
Ｏ

900

59
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

6
回

目標

実績

6
実績

6
2

期間設定なし

吉成永吾
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童虐待防止事業
子育て支援課
事務事業名 要保護児童対策地域協議会事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 虐待を受けている児童・養育に不安のある児童がいなくなることです。

今年度

対象（誰を、
何を）

要保護児童及びその関係機関

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

関係機関の役割を決定します。

相談を受け付けます。

要保護児童の調査をします。

関係機関で協議をします。

6

地 方 債

平成

6

会　　計 一般会計

0
21

0.100

0 0
0

150
0.100

年度予算 備考

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

1,665

628

0

0.500 900

80
158

0

615

150

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

会議の開催状況がわかりま
す。

0.100

0
82

141

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

開催回数

指標名

900
1,686

0.500
1,653

臨時･嘱託工数･経費 0.500

児童福祉法

臨時･嘱託職種 家庭相談員 家庭相談員 家庭相談員

平成

正職員工数･経費

78

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（７）要保護児童等への対応の推進



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

効率よくできています。

二次評価一次評価の説明
児童福祉法に設置するよう努め
なければならないと規定されて
いるため必要です。

要保護児童の関係機関の情報
が共有でき有効です。

２か月に１回程度会議を定期的
に開催できている。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

迅速な会議の開催

拡大・充実 民間委託等

一次評価

各関係機関の担当者の日程を把握します。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 5 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 項 目

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（６）子どもの安全の確保 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

児童福祉法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
913

0.000
904

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標になじまないため設定
しない。

0.100

292
292

予算費目
年度決算20

目標

22平成

目標
実績

平成

900

628

0.000 0

285
285

615

285

年度予算 備考年度決算

0.100
285

0.100

賃金として、
平成２０年度２０３，０００円
平成２１年度２０３，０００円
平成２２年度２０３，０００円
シルバー人材センター等に草刈
り・選定・除草作業を委託してい
る。

21

地 方 債

平成
会　　計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
遊具の安全管理

公園内外の除草

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 常に良好な状態に保つこと。

今年度

対象（誰を、
何を）

地域の児童

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童遊園維持管理事業
子育て支援課
事務事業名 児童遊園維持管理業務

期間設定なし

坂東裕子
シート作成日 平成22年6月10日

シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ｃ

児童遊園として利用価値のない場所があるので、目的にあった場所に改善する
必要があります。

拡大・充実

地域に必要な用途（駐車場等）に利用できるように整備することです。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ｃ2
有効性必要性

3
達成度

4
効率性評価点

3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

3 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

他課で、維持管理している公園
湯具施設があります。

地域住民の声をもって、概ね良
好な状態で保っています。用途
は。様々ですが児童の遊ぶ場、
地域の駐車場等地域住民のス
ペースとして利用されています。

二次評価一次評価の説明
児童遊園として活用している箇
所が非常に少ないです。遊具設
置箇所は１箇所、広場型１箇
所、プールのみ２箇所、駐車場２
箇所の状態です。その内１箇所
は、国の用途指定財産になって
います。

シルバー人材センター等に管理
委託又は、プールのみの児童遊
園を整地すると、事務的にも予
算・土地の有効利用的にも効率
的です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 6 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（５）障害者施策の充実
（３）障害福祉サービスの提供 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
新規認定申請、所得状況届等を受け付けます。

県に進達します。

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

124

0

0
1,393

0.000
1,360

臨時･嘱託工数･経費

指標名

0.000

受給状況がわかるため

0.200

0
12

136

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

受給者数

22

82
人

目標

実績

0

1,229

17

0

平成

目標
実績

平成

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

1,370

1,257

0

0.000 0

21

0.200

0 0
0

141
0.200

年度予算 備考

地 方 債

平成

100

会　　計 一般会計

124

計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 手当を支給することにより、児童の福祉の増進を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

精神または身体に障害を有する児童を養育している家庭

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

特別児童扶養手当等の支給に関する法律

事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名 課名健康福祉部

基本事務事業名 特別児童扶養手当取扱事務
子育て支援課
事務事業名 特別児童扶養手当事務 シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

事業運営方法

証書、決定通知書を受給者に送付します。

100
実績

100
88

期間設定なし

吉成永吾

年度 最終目標年度
100

Ｄ
Ｏ

0

124
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,224

12
136



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

民間委託等

一次評価

総合評価
Ａ

関係機関が連携を密にすることです。

拡大・充実

障害福祉担当の社会福祉課との連携を深めます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持

有効性必要性
4

達成度
3

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

特別支援の必要な児童を養育
する家庭の経済的負担を軽減で
きるため有効です。

手当を必要な家庭には、支給で
きていると思います。

二次評価一次評価の説明
特別児童扶養手当等の支給に
関する法律に規定されているた
め必要です。

効率よくできています。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 7 5

16 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

306

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

9
人

目標

実績

15
実績

9
9

期間設定なし

浅井勝
シート作成日

民生費

平成22年6月4日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 交通遺児手当事務
子育て支援課
事務事業名 交通遺児手当事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 手当を支給し、児童の健全な育成の助長と福祉の増進を図ることです。

今年度

対象（誰を、
何を）

市内に住所を有する者で、当該年度の4月1日現在において交通遺児（父又は母が交通事故により死亡した18歳未満の者）の保護者であり、引
き続き交通遺児を養育する者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
手当の支給（毎年10月）をすることです。

手当の支給額は児童1人につき年額1万円です。

地 方 債

平成

15

会　　計 一般会計
21

0.050
150

0.050

年度予算 備考

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

457

314

0.000 0

90
90

307

150

22平成

目標
実績

平成

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

受給児童数

90
90

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算20

臨時･嘱託工数･経費

指標名

0.000

0.050

0
404

0.000
396

市交通遺児手当支給規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

件数が少ないので、現状の申請
制度で十分です。

二次評価一次評価の説明
交通遺児手当の給付金事業
は、県内市町村では、数少ない
事業です。

受給者に対する給付事業は他
にあまりなく、手当額や対象者
は少数ではあるが有効な制度で
す。

目標設定するのにふさわしくな
い事業です。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

3 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

対象者も金額も少ないが、福祉サービスの一環として現状維持で事業は実施す
る必要性があります。

拡大・充実

他の実施主体のノウハウの活用や施策の見直しを検討していく必要があります。

民間委託等

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 8 1

17 年 ～ 26 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

策定した後期行動計画の公表をします。

策定した行動計画の各事業の進捗状況を確認します。

次世代育成支援対策ソフト事業交付金（国庫）の事前協議・交付金申請・実績報告をします。

次世代育成支援対策推進法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

1,353

0
4,301

0.000
4,360

臨時･嘱託工数･経費

指標名

0.000

交付金交付要領によるもの

0.150

2,192
3,442

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算20

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

次世代育成支援対策ソフト
事業交付金評価ポイント

22平成

目標
実績

平成

29,253

1,257

0.000 0

1,691
3,044

1,844

13,705

年度予算 備考

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

0.300
27,409

0.200

21

100

地 方 債

平成

97.46

会　　計 一般会計

13,704

事業実施の関連部局課との連携を行います。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 行動計画の施策を実現することにより、次代を担う子どもたちを健やかに生み育てることできる社会の構築を目指します。

今年度 次世代育成支援対策推進法に基づき策定した、後期行動計画の施策を担当部局と協議し、実現に向け取り組みを促進します。

対象（誰を、
何を）

全市民（特に次世代を担う子どもとその保護者）

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 次世代育成支援対策事業
子育て支援課
事務事業名 次世代育成支援対策事務

期間設定なし

寺井加代子
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

11.88
ポイント

目標

実績

12.96
実績

14.93
17.66

Ｄ
Ｏ

0

1,250

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

918



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

民間委託等

一次評価

総合評価
Ａ

後期行動計画の重要施策項目の実施にむけた、項目ごとの実施計画が必要とさ
れます。
実施をする際、市民への理解と協力を求めながら進めていく必要があるため、市
民に対する十分な説明をすることが課題とされます。また、担当部局課との連絡
調整を密にして、事業の目標達成のために、市に負担の少ない財源確保に努め

拡大・充実

次世代育成支援後期行動計画の重点施策である、幼保一体化事業に取り組む
ための保育所整備計画を策定し、保育所統廃合、またそれに伴う施設整備を提
案します。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

達成度
3

効率性

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持
3

有効性
4 4

効率性
Ａ4

有効性必要性
4

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

次世代育成支援対策地域行動
計画に基づき、部課局を超えて
全庁的に取り組みが行われてい
ます

前期行動計画の見直しの際、各
事業評価シートで事業評価をし
ました

二次評価一次評価の説明
次世代育成支援対策推進法で
は、各自治体に子育て支援の総
合的な推進を図るため市町村行
動計画を策定し、支援事業の促
進をする必要が課せられていま
す

後期行動計画策定にあたり、策
定協議会を設置し、事業の効率
性を考慮し評価をしました

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目
１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

44
達成度

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 9 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
相談を受け付けます。

調査します。

臨時･嘱託職種 家庭相談員 家庭相談員 家庭相談員

平成

正職員工数･経費

0

0

1,800
2,506

1.000
2,479

臨時･嘱託工数･経費

指標名

1.000

相談状況がわかるため

0.100

0
67
67

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

相談ケース数

22

61
ケース

目標

実績

0

615

100

0

平成

目標
実績

平成

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

2,515

628

0

1.000 1,800

21

0.100

0 0
0

100
0.100

年度予算 備考

地 方 債

平成

70

会　　計 一般会計

0

計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 家庭における適正な児童養育その他家庭児童福祉の向上を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

児童を養育している家庭

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

児童福祉法

事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名 課名健康福祉部

基本事務事業名 家庭児童相談室設置運営事業

子育て支援課
事務事業名 家庭相談室設置運営事業 シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

事業運営方法

支援の実施をします。

70
実績

70
36

期間設定なし

吉成永吾

年度 最終目標年度
70

Ｄ
Ｏ

1,800

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612

78
78



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

民間委託等

一次評価

総合評価
Ａ

関係機関との連携と専門的知識の習得することです。

拡大・充実

関係機関と連携し、専門職の人をアドバイザーとして委嘱します。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持

有効性必要性
3

達成度
3

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

相談ケース家庭の子育てに関し
て深く関わっているため有効で
す。

支援の必要な家庭の相談には、
応じていると思います。

二次評価一次評価の説明
家庭における児童の福祉向上
のため必要です。

効率よくできています。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 10 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

児童手当法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
3,142

0.000
3,059

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

受給者数（22年度からは
子ども手当受給者数）

指標名

予算の把握のため

0.500
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

目標

22平成

目標
実績

平成

3,073

3,142

0.000 0

0
3,073

年度予算 備考

児童手当費

年度決算
児童福祉費

0.500
0

0.500

21

地 方 債

平成

2531

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
受給資格があるか確認して認定します。（公務員は職場から支給されるので対象外です。）

受給者の現況調査をします。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 手当の支給により生活の安定に寄与して、児童の健全な育成と資質の向上に資することです。

今年度

対象（誰を、
何を）

児童（0歳～小学校修了）を養育している方（児童手当は平成22年度からは子ども手当になり、対象範囲は「中学校修了まで」となります。）

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童手当給付事業
子育て支援課
事務事業名 児童手当認定等事務

期間設定なし

浅井勝
シート作成日

民生費

平成22年6月4日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

2088
人

目標

実績

2088
実績

2123
2123

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,059



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ａ

住所地や職業によって、手当を支給する実施主体が変わる場合があるため、認
定漏れや二重認定がないようにします。

拡大・充実

関係機関と連携を取りながら、適正な支給に努めます。また市民の方にも制度の
内容を理解してもらうため、広報等で周知を行います。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

経済的支援は養育上有効です。

法によるものであって、目標設
定は難しいです。

二次評価一次評価の説明
経済的支援は必要であり、法で
定められた事業です。

制度自体は変えることができま
せんが、紙ベースでの作業が多
いため、書類のペーパーレス化
を検討していきます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 11 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

児童手当法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

118,355

0

0
273,287

0.000
279,094

臨時･嘱託工数･経費

指標名

0.000

予算の把握のため

0.500

0
77,816

276,035

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

受給者数（22年度からは
子ども手当受給者数）

22

75,894

平成

目標
実績

平成

631,528

3,142

0.000 0

75,896
270,145

3,073

76,650

年度予算 備考

児童手当費

年度決算
児童福祉費

0.500

76,650

628,455
0.500

平成22年度は子ども手当として予
算を算定しています。

21

地 方 債

平成

2531

会　　計 一般会計

475,155

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
手当を支給（6月、10月、2月）します。支給額3歳未満は一律1万円、3歳以上は1・2子は5千円、3子以降は1万円です。

平成22年4月分からは児童手当は子ども手当（6月、10月、2月支給）に変わります。支給額は一律1万3千円です。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 手当の支給により生活の安定に寄与して、児童の健全な育成と資質の向上に資することです。

今年度

対象（誰を、
何を）

児童（0歳～小学校修了）を養育している方（児童手当は平成22年度からは子ども手当になり、対象範囲は「中学校修了まで」となります。）

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童手当給付事業
子育て支援課
事務事業名 児童手当支給等事務

期間設定なし

浅井勝
シート作成日

民生費

平成22年6月4日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

2088
人

目標

実績

2088
実績

2123
2123

Ｄ
Ｏ

0

120,504
77,715

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,059



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

一次評価

 
同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

平成22年度から制度が変わるため、担当職員だけでなく、市民の方にも制度を
理解していただき、必要な手続きを取れるよう努めます。

拡大・充実

個別通知や広報等で周知を行い、制度内容の定着を図ります。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等
Ａ3

有効性必要性
4

達成度
4

効率性評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

経済的支援は養育上有効です。

法によるものであって、目標設
定は難しいです。

二次評価一次評価の説明
経済的支援は必要であり、法で
定められた事業です。

制度自体は変えることができま
せんが、紙ベースでの作業が多
いため、書類のペーパーレス化
を検討していきます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 12 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

2,447

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

赤松秀子
シート作成日

民生費

平成22年6月8日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童扶養手当給付事業
子育て支援課
事務事業名 児童扶養手当認定等事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 児童扶養手当法に基づいた、認定事務を行います。

今年度 不正受給を未然に防ぐため、新規認定者また、受給中の者の実態調査を行います。

対象（誰を、
何を）

父母の離婚等で父のいない児童や両親のいない児童など父と生計を共にしていない児童を監護・養育している方が対象となります。また、児童
扶養手当法一部改正により平成22年8月1日から、父子家庭も対象となります。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

受給者に対し、法定現況届を通知し、額改定審査認定を行います。

受給者に対し、現況届後の通知及び手当証書の発行を行います。

対象者から、認定請求書の申請を受け、これを受理します。

認定請求者の書類審査・訪問調査（実態調査）を行います。

認定者に、認定通知書及び手当証書を発行、送付します。また、全部停止者及び却下の者にその旨通知します。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0
21

0.400

0 0
0

0
0.400

年度予算 備考
児童手当費

年度決算
児童福祉費

2,458

2,513

0

0.000 0

0
0

0

2,458

0

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

指標になじまないために設
定しません。

0.400

0
0
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
2,513

0.000
2,447

臨時･嘱託工数･経費 0.000

児童扶養手当法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

効率に事業はできていると思わ
れます。

二次評価一次評価の説明
児童扶養手当法に基づくもの
で、法律で義務付けられている
事業であります。
　母子の生活の安定と健全育成
等のためには必要なものです。

国の施策に沿ったもので、有効
性は高いと思われます。

概ね達成できています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

3 4
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

不正受給を発生させないように、認定に際しては十分な調査を行います。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

新規請求者及び現在受給者の生活に事実関係等を把握する必要があります。
そのためには、書類調査、訪問調査の充実を図り、不正受給を発生させないよう
にします。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 13 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,224

Ｄ
Ｏ

0

48,298
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

赤松秀子
シート作成日

民生費

平成22年6月8日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童扶養手当給付事業
子育て支援課
事務事業名 児童扶養手当支給事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 児童扶養手当法に基づいた、支給事務を行います。

今年度

対象（誰を、
何を）

手当受給資格者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

返納金発生者の、返納金管理台帳・指導記録・督促状の発送事務等を行います。

返納金発生者に、調定・納付書を作成し会計事務処理を行い、納付書を発送します。

国庫支出金交付申請・実績報告・状況報告・各種調査報告をします。

受給資格者また資格喪失者に、法定支払期また随時払事務（伝票）処理をします。

不正受給者に返納金発生の場合、債務確認書・返納額確定通知書・履行延期申請書・履行延期承認通知書等の事務を行います。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

48,395
21

0.200

0 0
0

145,186
0.200

年度予算 備考
児童手当費

年度決算
児童福祉費

146,415

1,257

0

0.000 0

92,714
139,070

0

1,229

96,791

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

指標になじまないために設
定しません。

0.200

0
96,598

144,896

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
140,327

0.000
146,120

臨時･嘱託工数･経費 0.000

児童扶養手当法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

46,356

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

制度上コストの比較はできない
と思われます。

二次評価一次評価の説明
必要性は大きいです。

施策の目的実現のために、有効
な事業であります。

概ね達成できています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

3 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

法改正、制度改正を把握し、受給者に対し遅滞なくその作業ができるようにしま
す。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

制度改正に伴う、事務処理作業が増大しているが、繁雑にならないよう注意しま
す。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 14 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,836

Ｄ
Ｏ

0

1,184

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

11
所

目標

実績 744
925

11
実績

11
11

期間設定なし

三浦八重子
シート作成日

民生費

平成22年6月9日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 保育所運営事業
子育て支援課
事務事業名 保育所指導監査・児童入退所に関する事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
児童を保育することができない保護者が安心して預けられる場所の提供と施設の安全を確保し、よりよい保育環境を提供します。
市内保育所統廃合に伴う施設整備と指定管理者制度導入を行い、保育サービスの向上・充実と経費削減を行います。

今年度
保育士の資質や保育の専門性を高め、保育所において質の高い人材を確保するために研修を行います。
保育所の統廃合に向けて整備計画を策定し、関係部局と協議を行い、併せて、保護者への説明を順次行っていきます。

対象（誰を、
何を）

阿波市保育所１１箇所、阿波市住民登録している児童（４月１日現在満８ヶ月に達した児童（９ヶ月目）から満４歳まで

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

指定管理者制度導入にむけて、資料を作成し、保護者への説明を行います。

資料監査・実施監査を行い、「保育の実施」の確保について自己点検に努め、保育所運営上の問題点について指導します。

保育所入所や途中入退所に関する事務を円滑に行い、保育士の配置等の体制づくりを行います。

統廃合のための整備計画を進めていきます。

9

地 方 債

平成

11

925

会　　計 一般会計

県産休代替職員費補助金
県権限移譲交付金
負担金補助及び交付金
委託料(広域入所・医療廃棄物）

754
832

21

0.300

389

1,641
0.300

年度予算 備考
保育所費

年度決算
児童福祉費

3,485

1,885

0.000 0

971
1,505

1,844

1,252

925目標

22

534

平成

目標
実績

平成

人

最終目標は統合による数
値

0.300

867
2,051

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

保育所数

保育所入所児童数

指標名

0
3,390

0.000
3,887

臨時･嘱託工数･経費 0.000

阿波市条例・児童福祉法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

保育所（１１箇所）定員合計
最終目標は統計による児童数減
（１割減）数値

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（５）職業生活と家庭生活の両立の支援



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

統廃合や指定管理者制度導入
により、コスト削減、サービスの
向上が考えられます。

二次評価一次評価の説明
「保育に欠ける」児童の福祉施
設としての保育所が、社会変動
の中で多様化し、複雑化した保
育需要（０歳児・障害児・緊急保
育等）に対処することが求められ
ています。

就労と子育て（０～４歳児）の両
立支援として保育所の役割は大
きいと考えられます。　４歳児に
限って幼稚園と重複します。

出生児童数は減少傾向である
が、保育所入所児童数は横ばい
状態であり、入所希望者はほと
んど市内に入所できています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

市内に入所している児童を持つ保護者が、平等にサービスを受けられるような体
制づくりをします。
また、１１保育所の施設管理業務が未だ統制がとれていないため、監査等の指
導により統制を図ることが当面の課題と考えられます。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

市内４保育所を２つに統廃合するための施設整備を行う。指定管理者制度導入
に向けて、運営に必要な資料を作成します。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 15 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 12 項 2 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

6,119

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

118,039,800
円

目標

実績 1,103,100
5,147,640

117,518,640
実績

122,865,440
111,384,900

期間設定なし

坂東裕子
シート作成日

分担金及び負担金

平成22年6月9日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 保育所運営事業
子育て支援課
事務事業名 保育所保育料事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 不能欠損になるまでに、滞納額を減らしていくことです。

今年度 滞納額を減らし、現年度については未納者をださないことです。

対象（誰を、
何を）

阿波市各保育所へ入所している児童の扶養義務者又は、入所していた児童の扶養義務者（５年経過後時効消滅）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
保育料の決定・決定通知送付。

口座振替処理。

滞納者への徴収事務。

地 方 債

平成

112,836,000

4,028,960

会　　計 一般会計

平成２２年度
印刷製本費：３０，０００円
手数料：１７７，０００円

431,600

21

1.000
207

1.000

年度予算 備考

民生負担金

年度決算
負担金

6,352

6,283

0.000 0

202
202

6,145

207

22平成

目標
実績

平成

173

予算費目
年度決算20

6,201,440目標
円

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

保育料（現年度）

保育料（過年度）

指標名

0.000

現年度調定額

1.000

173

0
6,485

0.000
6,292

臨時･嘱託工数･経費

児童福祉法・国税徴収法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

過年度調定額

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（５）職業生活と家庭生活の両立の支援



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

保育所とも連携し情報交換に努
めています。また、子ども手当給
付月に未納分の納付を促してい
ます。

二次評価一次評価の説明
近隣自治体と比較しても保育料
は、低い設定です。

納付義務者への、催告及び訪問
徴収により、例年より減少してい
ます。

現年度分については、目標設定
に対し成果が上がっている状況
ですが、過年度については現年
度分と納付義務者が重複してい
るため、目標設定に達すること
は難しいです。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

2
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ｃ3
有効性必要性

2
達成度

3
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｃ

未納・滞納を減らしていきます。

拡大・充実

現年度分については、年度内に徴収に努めます。過年度分については、現在の
生活状況に応じての徴収。悪質な滞納者に対しては、財産差押え及び給与差押
えを実施します。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 16 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 項 目

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（５）職業生活と家庭生活の両立の支援 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

指標名

400目標
人

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

事業の
活動内容

臨時･嘱託職種 保育士 保育士 保育士

平成

正職員工数･経費

〃

一時保育延べ利用者数

延長保育延べ利用者数

3,497
9,247

2.000
5,286

臨時･嘱託工数･経費

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算20

2.000

職員の配置を把握するた
め。

0.300
54

22

300

平成

目標
実績

平成

9,205

1,885

2.000 3,497

3,565
3,865

1,844

3,190

年度予算 備考年度決算

0.300
3,865

0.300

一時保育補助金
一時保育事業（２１年度より子育て支
援とは別決算報告としたので一般財源に
繰り入れました。）

135
200

21

650

地 方 債

平成

160

168

会　　計

675

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
一時保育：保護者の就労形態の多様化に伴う一時的な保育及び疾病等による緊急時の保育に対応します。

延長保育：保護者の就労形態、残業等やむえない事業のための延長保育が必要な児童に対し、午後７時まで保育します。

障害児保育：保育に欠ける障害児を受け入れ、健全な社会性の成長発達を促進するため、健常児とともに集団保育を行います。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 保護者が安心して仕事と子育てを両立できる環境づくり、保育サービスの充実及び質の向上を図ります。

今年度
一時・延長保育を引き続いて実施するとともに、特別支援保育については健康推進課とも連携をとりながら、共通の基準を作成し、そ
れに伴って職員体制を行います。

対象（誰を、
何を）

一時保育＝児童福祉法第２４条の規定による保育の実施の対象にならない満１歳以上の就学前児童。
延長保育・障害児保育＝保育所利用者

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

児童福祉法

事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 保育所運営事務
子育て支援課
事務事業名 一時・延長・特別支援児保育事務

事業運営方法

220
481

期間設定なし

三浦八重子
シート作成日 平成22年6月11日

シート作成者名主務課長名 井上雅夫

県 支 出 金

458
人

目標

実績 154
360

200
実績

1,836

Ｄ
Ｏ

3,396

54

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源
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拡大・充実を図ります。

民間委託等

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｂ

一時・延長・特別支援保育ともに利用したいと思う保護者は多いと思いますが、
各保育所で十分対応できるような体制づくりが必要と考えられます。

拡大・充実

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実

同意見です。

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等
Ｂ2

有効性必要性
4

達成度
3

効率性評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

他に類似した事業はなく、保護
者のニーズに応えるため有効で
す。

利用者も多く概ね達成していま
す。

二次評価一次評価の説明
多様な保護者のニーズに応える
ため、必要です。

保護者の多様なニーズに応える
ため、必要なコストです。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 16 － 17 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612

Ｄ
Ｏ

0

0
3,434

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

吉成永吾
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 子育て支援事業
子育て支援課
事務事業名 地域子育て支援事業等各種補助金事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 子育てに関する補助金事業事務を適正に行います。

今年度

対象（誰を、
何を）

児童・子育て支援団体等

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
調査します。

申請します。

実績報告します。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0
21

0.100

0 0
1,000

1,000
0.100

年度予算 備考

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

1,615

628

0

0.000 0

500
750

0

615

0

目標

22

250

平成

目標
実績

平成

数値目標を設定するのにな
じまない事業です。

0.100

0
16,113
19,547

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

なし

指標名

0
1,378

0.000
20,159

臨時･嘱託工数･経費 0.000

児童福祉法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（４）子育てを支援する生活環境の整備
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

効率よくできています。

二次評価一次評価の説明
子育て家庭の支援のため必要
です。

市の経済的負担を軽減できるた
め有効です。

目標を設定していませんので、
評価できません。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

補助金を確実に把握し、子育て支援団体を支援していく。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

各種子育て関係補助金の把握をします。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 16 － 18 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

児童福祉法

臨時･嘱託職種 児童館厚生員

平成

正職員工数･経費

年間のべ利用者数

0
29,356

0.000
33,459

臨時･嘱託工数･経費 6.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

児童館設置数

児童館利用者数

指標名

児童館数/指定管理者導入
数

3.000

5,365
5,743

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

68,000目標

22

378

平成

目標
実績

平成

人

29,343

628

0.000 0

28,350
28,728

615

28,350

年度予算 備考
児童館費

年度決算
児童福祉費

0.100

378

28,728
0.100

地域組織活動補助金
児童館指定管理委託料

60,066
68,000

21

3

地 方 債

平成

3

68,000

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

児童館に必要な施設整備を行います。

児童館や指定管理者（社会福祉協議会）と連携を持ちながら、地域の子育て支援の円滑な運営ができるよう助言していきます。

指定管理業務及びその経理の状況に関し、定期に又は必要に応じて報告を求め、調査します。

母親クラブ（地域組織活動）の育成助長をします。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 指定管理者運営状況や学童保育の導入等社会の動向を見ながら完全民営化を目指します。

今年度 指定管理者制度導入２年目となるので、運営状況の確認・見直しを行います。

対象（誰を、
何を）

児童（０歳～１８歳）・保護者

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 児童館運営事業
子育て支援課
事務事業名 児童館指導・監査・母親クラブ

期間設定なし

三浦八重子
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

3
館

目標

実績 64,460
68,000

3
実績

3
0

Ｄ
Ｏ

9,360

378

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

18,356
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平成２２年度指定管理２年間のまとめと方向性を検討し、２３年度は完全民営化
にむけて要綱等をまとめiます。

総合評価
Ａ

指定管理者制度が平成２３年度で見直しのため、完全民営化に向けて検討して
いきます。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

多数の利用者があり有効です。

毎日定員をオーバーしている児
童館がほとんどなので、概ね達
成しています。

二次評価一次評価の説明
安全に遊べるところが少なくなっ
ている状況なので必要な施設で
す。　　指定管理者制度導入に
より、サービスの向上が見られ
ます。

指定管理者制度導入により、コ
ストの削減ができました。
民間の活力を生かした新たな制
度も活用できると考えられます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 19 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612

Ｄ
Ｏ

7,560

0
11,100

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

70
％

目標

実績

70
実績

70
70

期間設定なし

吉成永吾
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 放課後健全育成事業
子育て支援課
事務事業名 放課後児童クラブ運営関係事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

児童（主に小学生）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
放課後児童クラブ指導員に対して、助言します。

申請します。

実績報告します。

100

地 方 債

平成

70

会　　計 一般会計

0
21

0.100

0 0
13,287

31,832
0.100

年度予算 備考

放課後健全育成事業

年度決算
児童福祉費

32,447

628

0

0.000 0

10,647
24,737

1,975

615

18,545

22

12,115

平成

目標
実績

平成

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

クラブ設置率

9,025
22,351

国 庫 支 出 金

予算費目
年度決算20

臨時･嘱託工数･経費

指標名

6.300

放課後児童クラブ数／小学
校数

0.100

2,226

5,760
31,125

4.800
30,523

児童福祉法

臨時･嘱託職種 放課後児童クラブ指導員 放課後児童クラブ指導員

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

効率よくできています。

二次評価一次評価の説明
地域間・親族間の結びつきが薄
れている状況、また、保護者が
昼間家庭にいない児童が増えて
いるため必要です。

保護者が昼間家庭にない児童
が放課後安心して過ごせるため
有効です。

放課後児童クラブ設置要望のあ
るところには、設置できていま
す。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

放課後児童クラブが設置されていない小学校区があることです。

拡大・充実

全ての小学校区で設置を進めます。

民間委託等

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 20 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

吉成永吾
シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

課名健康福祉部

基本事務事業名 放課後健全育成事業
子育て支援課
事務事業名 児童クラブ施設管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 放課後児童クラブ室の整備をします。

今年度

対象（誰を、
何を）

児童（主に小学生）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
放課後児童クラブの施設の点検をします。

業者に依頼します。

竣工検査をします。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0
21

0.100

0 0
12,504

22,263
0.100

年度予算 備考

放課後健全育成事業

年度決算
児童福祉費

22,878

628

0

0.000 0

4,032
4,032

0

615

9,759

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

数値目標設定するのになじ
まない事業である。

0.100

0
0
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

なし

指標名

0
4,660

0.000
612

臨時･嘱託工数･経費 0.000

児童福祉法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（４）子育てを支援する生活環境の整備



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

効率よくできています。

二次評価一次評価の説明
放課後児童クラブ事業を行って
いる施設が古いところがあるた
め、児童の安全の確保のため必
要です。

放課後児童クラブ事業を行うに
は、施設が必要であり、施設整
備をするのは有効です。

数値目標を設定するのになじま
ない事業です。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

総合評価
Ａ

建築年月日の古い施設があります。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

建築年月日の古い施設で行っている放課後児童クラブを新設及び修繕をしま
す。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 21 5

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 7

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

自立支援教育訓練給付金・高等技能訓練促進費実施要綱

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

1,382

0

0
3,994

0.000
612

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

高等技能訓練促進費
受給者数

教育訓練給付金受給
者数

自立支援プログラム策定者
数

指標名

0.100

0
0
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

1目標

22

1,072

平成

目標
実績 2

平成

人

4,788

628

0

0.000 0

912
3,366

0

615

945

51
13

年度予算 備考
母子福祉費

1

年度決算
児童福祉費

0.100

0 0
1,043

4,173
0.100

人

0

21

地 方 債

平成

3

1

会　　計 一般会計

2,185

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

申請者から、請求書を受け会計事務（伝票）処理をします。

国庫補助金申請・実績報告書の提出をします。

該当者から、給付金または促進費等の申請を受理します。

給付金または促進費等の受給資格を審査します。必要に応じて、審査基準となる書類の提出を求めます。

審査の結果により、決定通知書等を申請者に送付します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
母子家庭の母の主体的な能力開発の取り組みを支援し、自立の促進を図ります。また、母子家庭の母の就職の際に有利であり、か
つ、生活の安定に資する資格の取得を促進するための給付金を支援します。

今年度

対象（誰を、
何を）

阿波市内に住所を有する母子家庭の母で、児童扶養手当法による児童扶養手当の支給を受けていること又は当該手当の支給要件と同様の
所得水準にある者です。

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 母子家庭等自立支援事業
子育て支援課
事務事業名 母子家庭等支援給付事務

期間設定なし

赤松秀子
シート作成日

民生費

平成22年6月8日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

4
人

目標

実績 0
1

1
実績

1
0

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

事業の促進を広報誌・阿波市ＨＰ等で周知します。

総合評価
Ａ

国からの要綱改正等の動向をみながら、事業の促進を図ります。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

3 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

施策の目的を実現するために、
有効な事業であります。

達成できています。

二次評価一次評価の説明
母子就労支援事業にとり、非常
に必要性は大きいと思われま
す。

効率よくできていると思われま
す。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 22 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 7

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（４）子育てを支援する生活環境の整備 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

委託施設への措置費の会計事務（伝票）処理を行い支払いをします。

入所中の母子の自立支援を促進します。

入院助産を受けることができない妊産婦からの申請があれば、これを審査し助産の実施を行います。

母子保護を必要とされる該当者からの申し出、申請があれば母子生活支援施設入所の実施を受け付けます。

平成

正職員工数･経費

2,449

0

0
5,056

0.000
3,803

臨時･嘱託工数･経費

指標名

0.000

数値目標を設定するのにな
じまない事業です。

0.100

72
-13

3,191

国 庫 支 出 金

臨時･嘱託職種

平成

目標
実績

予算費目
年度決算20

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

なし
目標

実績
目標

5,775

628

0

0.000 0

873
4,428

0

615

1,290

備考

母子福祉総務費

年度決算
児童福祉費

22平成21

0.100

0 0
1,290

5,160
0.100

1,106

年度予算

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

2,580

計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 母子保護の健全を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

阿波市内に住所を有する該当者です。

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

児童福祉法・DV防止法

事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名 課名健康福祉部

基本事務事業名 母子家庭等自立支援事業
子育て支援課
事務事業名 母子生活支援施設入所措置等事務 シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

事業運営方法

母子生活支援施設入所者の自立支援計画表の作成等により現状把握を行います。

実績

期間設定なし

吉成永吾

年度 最終目標年度

Ｄ
Ｏ

0

2,353
779

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

拡大・充実

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

総合評価
Ａ

該当者の増加に伴い、措置費の増加が目立っているので、支援の審査認定に際
しては、十分な検討が必要とされます。

拡大・充実

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

統合/終期設定
方法改善

Ａ3

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

廃止/休止

自立支援に向けての相談業務、計画表の作成など、現状把握が必須となりま
す。

民間委託等

必要性
4

達成度
3

民間委託等 現状維持

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効率性評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3

効
率
性

効率性

概ね達成できています。

事業を実施するにあたり、１該当
母子世帯に対するコストが効果
に対して高いと考えられます。

施策の目的実現に向け、有効な
事業です。

必
要
性

二次評価一次評価の説明
母子保護の観点から、必要性は
大きいと思われます。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価有効性

4 3
有効性

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 23 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 3 項 3 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（２）男女共同参画社会の形成
（５）暴力の根絶と健康づくりの支援 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
DV被害者相談業務

こども女性相談センター(配偶者暴力相談支援センター）・警察・裁判所・医療機関等、各機関等の連携（通報、通告、連絡、相談）

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

0
628

0.000
612

臨時･嘱託工数･経費

指標名

0.000

数値目標設定するのになじ
まない事業である。

0.100

0
0
0

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

なし

22

目標

実績

0

615

0

0

平成

目標
実績

平成

児童福祉総務費

年度決算
児童福祉費

615

628

0

0.000 0

21

0.100

0 0
0

0
0.100

年度予算 備考

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0

計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 DV被害の深刻化を防ぐため、DV防止法に基づき各機関の連携を図り、DV防止の早期対応、根絶をめざします。

今年度

対象（誰を、
何を）

DV被害者

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（DV防止法）

事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名 課名健康福祉部

基本事務事業名 DVに関する相談業務
子育て支援課
事務事業名 DVに関する相談事務 シート作成日

民生費

平成22年6月10日
シート作成者名主務課長名 井上雅夫

平成

公的関与

事業運営方法

要保護支援

実績

期間設定なし

吉成永吾

年度 最終目標年度

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612

0
0



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

民間委託等

一次評価

総合評価
Ａ

DV被害者の相談窓口、専門相談員の充実が必要不可欠です。

拡大・充実

専門相談員を委嘱する。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持

有効性必要性
3

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

児童虐待の防止、要保護等につ
ながる事業として、事業の継続
により家庭内暴力の根絶に効果
があります。

数値目標を設定するのになじま
ない事業です。

二次評価一次評価の説明
相談業務は、被害者に一番近い
窓口として必要なものです。暴
力行為が閉ざされた家庭内等で
行われるため、被害者からの相
談が安心して受け入れられるよ
う窓口の充実が必要です。

ゼロ予算であるが、専門的な相
談者の配置を見直すべきです。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 16 － 24 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 4 項 1 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（３）子育て支援の充実
（１）地域における子育て支援の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市乳幼児等医療の助成に関する条例

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

34,443

0
138,286

0.000
116,384

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

助成対象人数

指標名

予算を把握するために必要
なため

1.000

77,859
110,265

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

目標

22平成

目標
実績

平成

163,688

6,283

0.000 0

97,560
132,003

6,145

111,410

年度予算 備考

乳幼児等医療費

年度決算
保健衛生費

1.000
157,543

1.000

21

地 方 債

平成

3900

会　　計 一般会計

46,133

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

所得制限を撤廃しています。

保険診療の窓口負担額について、高額療養費の自己負担限度額の範囲内で助成を行います。

通院３歳から小学３年修了、入院６歳から小学３年修了の子どもにかかる自己負担金（１レセプト６００円まで）を受給者から徴収せず、市が負担します。

県補助対象年齢（０歳～小学３年修了まで）だけでなく、助成対象年齢を小学校修了まで拡大しています。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
乳幼児等に係る医療費の一部をその保護者に助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、保健の向上と福祉の増進
を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

市内に住所を有する０歳以上小学校修了までの乳幼児等（年齢が満12歳に達した日以後の最初の３月３１日までの間にある子ども）

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名健康福祉部

基本事務事業名 乳幼児等医療費助成事業
子育て支援課
事務事業名 乳幼児等医療費助成事務

期間設定なし

江本　浩美
シート作成日

衛生費

平成22年6月11日
シート作成者名主務課長名 井上　雅夫

平成

公的関与

3973
人

目標

実績

3800
実績

3800
3735

Ｄ
Ｏ

0

32,406

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

6,119
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広報誌・ホームページ等を利用し、制度の周知を行います。

総合評価
Ａ

市単独事業として助成対象を拡大しており、近隣自治体より子育て支援策が充
実しています。「子育てしやすいまち」として、広く周知を行います。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

同意見です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

3
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

この部分については、判断しにく
い面があります。

毎年同じように助成しているた
め、目標設定は難しいです。

二次評価一次評価の説明
当市は補助対象年齢を市単独で小学校
修了まで拡大しています。平成２１年１１
月、景気悪化に伴う緊急措置として、県
が補助対象を小学３年修了までに拡大し
たことを機に、県基準を超えて対象を引
き上げる自治体が増えていますが、当市
は他にも自己負担額を市が負担したり、
所得制限を撤廃するなど、制度が充実し
ているといえます

受給者証の自動更新等を取り入
れており、受給者の提出書類削
減を図っています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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